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(57)【要約】
閉鎖近接スイッチ組立体は、内部容積を形成するために
結合された、頂部エンクロージャおよび底部エンクロー
ジャを含む。軸突起は頂部エンクロージャの頂面から上
方に延び、閉鎖容積を有する内部孔部は、内部容積の一
部を形成するために軸突起内に画定される。垂直軸の第
１の端部は、軸が頂部エンクロージャおよび底部エンク
ロージャに対して回転するように、内部孔部の内部に回
転可能に配置される。サマリウムコバルト・ターゲット
磁石は軸に結合され、該ターゲット磁石は、ターゲット
磁石を近接スイッチの頂部の所定の距離内部で回転させ
るとき、近接スイッチ内部のサマリウムコバルト・ドラ
イバ磁石と相互作用する。該相互作用により、スイッチ
は第１の状態から第２の状態に、またはその逆に移動す
る。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ベース壁および前記ベース壁から下方に延びる複数の側壁を有する頂部エンクロージャ
であって、前記ベース壁および前記複数の側壁は、第１の容積を少なくとも部分的に画定
し、軸突起は前記ベース壁の頂面から上方に延び、内部孔部は、前記内部孔部が前記第１
の容積の一部を形成するように、前記軸突起内部に画定され、前記内部孔部は閉鎖容積を
画定する、頂部エンクロージャと、
　ベース壁および前記ベース壁から上方に延びる複数の側壁を有する底部エンクロージャ
であって、前記ベース壁および前記複数の側壁は、第２の容積を少なくとも部分的に画定
し、軸開口部は前記ベース壁内に配置され、前記軸開口部は前記ベース壁を通って延在し
、前記頂部エンクロージャは、前記第１の容積および前記第２の容積が内部容積を画定す
るために協働するように、また前記軸開口部の長軸が前記内部孔部の長軸と位置合わせす
るように、前記底部エンクロージャに結合される、底部エンクロージャと、
　第１の端部、前記第１の端部と反対側の第２の端部、および前記第１の端部と前記第２
の端部との間の第１の中間部を有する軸であって、前記軸の前記第１の端部は、前記頂部
エンクロージャの前記軸突起内に形成された前記内部孔部の内部に配置され、前記軸の前
記第１の中間部は、前記底部エンクロージャ内に形成された前記軸開口部を通って延在し
、前記軸の前記第２の端部は、前記内部容積の外部に配置され、前記軸は、前記頂部エン
クロージャおよび前記底部エンクロージャに対して回転可能である、軸と、
　前記軸の第２の中間部に回転不能に結合されたターゲット支持部であって、前記第２の
中間部は、前記第１の中間部と前記軸の前記第１の端部との間に配置され、前記ターゲッ
ト支持部は、前記軸から離れて延在する半径方向部を含む、ターゲット支持部と、
　前記ターゲット支持部の前記半径方向部に結合されたターゲット磁石と、
　前記軸が第１の軸位置内にあるとき、前記ターゲット磁石が少なくとも１つの近接スイ
ッチの頂部からある距離を隔てて配置され、それによって前記近接スイッチが第１の状態
になるように、また前記軸を第２の軸位置の中で回転させるとき、前記ターゲット磁石は
、前記少なくとも１つの近接スイッチの前記頂部に隣接して配置され、それによって前記
近接スイッチが第２の状態になるように、前記内部容積の内部に配置され、前記底部エン
クロージャに結合された少なくとも１つの近接スイッチであって、前記第１の状態および
前記第２の状態のそれぞれは、前記軸の前記第２の端部に結合された弁要素の一部に対応
する、少なくとも１つの近接スイッチと、を備える閉鎖近接スイッチ組立体。
【請求項２】
　前記軸の前記第１の端部は円筒形であり、円筒形の内側側面は前記軸突起の前記内部孔
部を部分的に画定する、請求項１に記載の閉鎖近接スイッチ組立体。
【請求項３】
　前記軸突起の外表面は円筒形状である、請求項１または２のいずれか一項に記載の閉鎖
近接スイッチ組立体。
【請求項４】
　前記軸が前記第１の軸位置にあるとき、前記ターゲット磁石は、前記少なくとも１つの
近接スイッチの前記頂部の所定の範囲外にあり、前記軸が前記第２の軸位置にあるとき、
前記ターゲット磁石は、前記少なくとも１つの近接スイッチの前記頂部の所定の範囲内に
ある、請求項１乃至３のいずれか一項に記載の閉鎖近接スイッチ組立体。
【請求項５】
　前記第１の軸位置において、ドライバ磁石は、前記近接スイッチが前記第１の状態にあ
るようにレバーを第１の位置に維持するために、前記近接スイッチ内部に枢動可能に配置
された前記レバー上に磁力をもたらす、請求項１乃至４のいずれか一項に記載の閉鎖近接
スイッチ組立体。
【請求項６】
　前記第２の軸位置において、前記ターゲット磁石と前記レバーとの間の磁力は、前記ド
ライバ磁石と前記レバーとの間の前記磁力より大きく、したがって、前記レバーは、前記
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近接スイッチが前記第２の状態にあるように、前記第１の位置から第２の位置に枢動する
、請求項１乃至５のいずれか一項に記載の閉鎖近接スイッチ組立体。
【請求項７】
　前記ターゲット磁石はサマリウムコバルト磁石であり、前記ドライバ磁石はサマリウム
コバルト磁石である、請求項１乃至６のいずれか一項に記載の閉鎖近接スイッチ組立体。
【請求項８】
　２つの近接スイッチは、前記底部エンクロージャに固定して結合される、請求項１乃至
７のいずれか一項に記載の閉鎖近接スイッチ組立体。
【請求項９】
　前記２つの近接スイッチは、水平基準線が、前記軸の長軸および前記２つの近接スイッ
チのそれぞれの長軸を通過し得るように、前記軸を中心に対称に配置される、請求項１乃
至８のいずれか一項に記載の閉鎖近接スイッチ組立体。
【請求項１０】
　前記頂部エンクロージャは、底部エンクロージャに可動に結合される、請求項１乃至９
のいずれか一項に記載の閉鎖近接スイッチ組立体。
【請求項１１】
　前記頂部エンクロージャは、前記複数の側壁によって画定される外周から水平方向に延
びるフランジを含み、前記底部エンクロージャは、前記複数の側壁によって画定される外
周から水平方向に延びるフランジを含む、請求項１乃至１０のいずれか一項に記載の閉鎖
近接スイッチ組立体。
【請求項１２】
　少なくとも１つの嵌合開口部は、前記頂部エンクロージャの前記フランジ内に形成され
、少なくとも１つの嵌合開口部は、前記底部エンクロージャの前記フランジ内に形成され
、前記頂部エンクロージャの前記少なくとも１つの嵌合開口部は、前記底部エンクロージ
ャの前記少なくとも１つの嵌合開口部と軸方向に位置合わせされる、請求項１乃至１１の
いずれか一項に記載の閉鎖近接スイッチ組立体。
【請求項１３】
　ボルトは、前記頂部エンクロージャを前記底部エンクロージャに結合させるために、前
記位置合わせされた嵌合開口部内に配置される、請求項１乃至１２のいずれか一項に記載
の閉鎖近接スイッチ組立体。
【請求項１４】
　前記ターゲット支持部は、前記軸の前記第２の中間位置に結合されたベース部を含み、
前記半径方向部は、前記ベース部から延びる片持突出部である、請求項１乃至１３のいず
れか一項に記載の閉鎖近接スイッチ組立体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、一般にエンクロージャに関し、より詳細には、少なくとも１つの磁気近接ス
イッチによって検出される、少なくとも１つの磁性ターゲットを含む封止エンクロージャ
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　磁気近接スイッチは、リミットスイッチとしても公知であり、一般に位置検出のために
使用される。通常、磁気近接スイッチ組立体は、ターゲットおよびスイッチング回路を含
む近接スイッチを含む。スイッチング回路は、近接スイッチの筐体内に包含される永久磁
石により第１の位置に付勢される、レバーなどの要素を含んでもよい。レバーがこの第１
の位置にあるとき、近接スイッチは第１の状態に維持され、たとえば、その状態で通常閉
じた接点は共通接点と接触する。概して永久磁石を含むターゲットが、近接スイッチの所
定の範囲内を通るとき、ターゲット磁石によって生成された磁束により、スイッチング回
路のレバーがバイアスを第１の状態から第２の状態に変更し、たとえば、その状態で通常
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開いた接点が共通接点と接触する。
【０００３】
　一部の応用では、１つまたは複数のターゲット磁石および１つまたは複数の近接スイッ
チは、近接スイッチを損傷から保護するために封止エンクロージャ内部に配置されてもよ
い。この構成は、一般に磁気近接スイッチ組立体が、核応用などの危険な環境に使用され
る場合である。こうした応用では、エンクロージャは、核施設で格納容器の事故またはＬ
ＯＣＡ（ｌｏｓｓ　ｏｆ　ｃｏｏｌａｎｔ　ａｃｃｉｄｅｎｔ（冷却材流出事故））中に
起きる高温および圧力に耐えることが意図される。通常、エンクロージャ内部に垂直に配
置された軸は、ターゲット磁石が固定近接スイッチに対して軸とともに回転する際に、タ
ーゲット磁石を支持する。通常、軸の頂部は、エンクロージャの頂部を通って延在する頂
部開口部内部に配置された封止頂部軸受組立体に結合され、軸の底部は、エンクロージャ
の底部を通って延在する底部開口部内に受領される。底部開口部を通って延在する軸の底
部は、通常、核応用のために使用される制御弁の回転ステムなどの弁要素に結合され、ス
テムの回転は、エンクロージャ内部に配置された近接スイッチの所定の範囲内でターゲッ
ト磁石を回転させる弁で検出されることが可能であり、それによって制御弁が特定の位置
にあることが示される。別法として、制御弁の回転ステムは、ターゲット磁石を近接スイ
ッチの所定の範囲外に移動させてもよく、それによって制御弁が特定の位置から移動した
ことが示される。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　磁気近接スイッチ組立体が使用される危険な環境に起因して、エンクロージャは、高圧
下での高温気体または他の汚染物質がエンクロージャの中に入ることができないように封
止されなければならない。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の一例示的態様によれば、閉鎖近接スイッチ組立体は、ベース壁、およびベース
壁から下方に延びる複数の側壁を有する頂部エンクロージャを含み、ベース壁および複数
の側壁は第１の容積を少なくとも部分的に画定してもよい。軸突起はベース壁の頂面から
上方に延びてもよく、内部孔部は、内部孔部が第１の容積の一部を形成するように、軸突
起内部に画定されてもよい。内部孔部は閉鎖容積を画定してもよい。また近接スイッチ組
立体は、ベース壁およびベース壁から上方に延びる複数の側壁を有する底部エンクロージ
ャを含み、ベース壁および複数の側壁は、第２の容積を少なくとも部分的に画定する。軸
開口部はベース壁内に画定されてもよく、軸開口部はベース壁を通って延在してもよい。
頂部エンクロージャは、第１の容積および第２の容積が内部容積を画定するために協働す
るように、底部エンクロージャに結合されてもよい。そのように構成されると、軸開口部
の長軸は、内部孔部の長軸と位置合わせされてもよい。また近接スイッチ組立体は、第１
の端部、第１の端部と反対側の第２の端部、および第１の端部と第２の端部との間の第１
の中間部を有する軸を含み、軸の第１の端部は、頂部エンクロージャの軸突起内に形成さ
れた内部孔部の内部に配置される。軸の第１の中間部は、底部エンクロージャ内に形成さ
れた軸開口部を通って延在してもよく、軸の第２の端部は、内部容積の外部に配置されて
もよい。軸は、頂部エンクロージャおよび底部エンクロージャに対して回転可能である。
加えて、近接スイッチ組立体は、軸の第２の中間部に回転不能に結合されたターゲット支
持部を含み、第２の中間部は、軸の第１の中間部と第１の端部との間に配置される。ター
ゲット支持部は軸から離れて延在する半径方向部を含み、ターゲット磁石５８は、ターゲ
ット支持部の半径方向部に結合されてもよい。図３および８～１１Ｂに示されたように、
近接スイッチ組立体は、内部容積の内部に配置され、軸が第１の軸位置内にあるとき、タ
ーゲット磁石が少なくとも１つの近接スイッチの頂部からある距離を隔てて配置され、そ
れによって近接スイッチが第１の状態になるように、底部エンクロージャに結合された、
少なくとも１つの近接スイッチを含む。軸が第２の軸位置の中に回転されるとき、ターゲ
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ット磁石は、少なくとも１つの近接スイッチの頂部に隣接して配置され、それによって近
接スイッチが第２の状態になる。第１の状態および第２の状態のそれぞれは、軸の第２の
端部に結合された弁要素の一部に対応してもよい。
【図面の簡単な説明】
【０００６】
【図１】閉鎖近接スイッチ組立体の一実施形態の外部の斜視図である。
【図２】図１の閉鎖近接スイッチ組立体の実施形態の平面図である。
【図３】図２の３－３切断線に沿った閉鎖近接スイッチ組立体の断面側面図である。
【図４】明確にするために、軸を割愛した図３の軸突起の側面図である。
【図５】図１の閉鎖近接スイッチ組立体の実施形態の軸の側面図である。
【図６】図２の６－６切断線に沿った閉鎖近接スイッチ組立体の断面側面図である。
【図７Ａ】明確にするために、頂部エンクロージャを取り除いた図１の閉鎖近接スイッチ
組立体の実施形態の斜視図である。
【図７Ｂ】図１の閉鎖近接スイッチ組立体の実施形態のターゲット支持部の側面図である
。
【図８】図１に示された閉鎖近接スイッチ組立体の実施形態の近接スイッチの分解斜視図
である。
【図９】図８の近接スイッチのスイッチ組立体の側面図である。
【図１０Ａ】第１の状態における図８の近接スイッチの概略図である。
【図１０Ｂ】第２の状態における図８の近接スイッチの概略図である。
【図１１Ａ】第１の軸位置内のターゲット磁石および近接スイッチの平面図である。
【図１１Ｂ】第２の軸位置内のターゲット磁石および近接スイッチの平面図である。
【発明を実施するための形態】
【０００７】
　図３に示されたように、閉鎖近接スイッチ組立体１０は、ベース壁１４およびベース壁
１４から下方に延びる複数の側壁１６を有する頂部エンクロージャ１２を含み、ベース壁
１４および複数の側壁１６は、第１の容積１８を少なくとも部分的に画定してもよい。軸
突起２０はベース壁１４の頂面２２から上方に延びてもよく、内部孔部２４は、内部孔部
２４が第１の容積１８の一部を形成するように、軸突起２０内部に画定されてもよい。内
部孔部２４は閉鎖容積を画定してもよい。また近接スイッチ組立体１０は、ベース壁３０
およびベース壁３０から上方に延びる複数の側壁３２を有する底部エンクロージャ２８を
含み、ベース壁３０および複数の側壁３２は、第２の容積３４を少なくとも部分的に画定
する。軸開口部３６はベース壁３０内に画定されてもよく、軸開口部３６はベース壁３０
を通って延在してもよい。頂部エンクロージャ１２は、第１の容積１８および第２の容積
３４が内部容積３８を画定するために協働するように、底部エンクロージャ２８に結合さ
れてもよい。そのように構成されて、軸開口部３６の長軸４０は内部孔部２４の長軸４２
と位置合わせされてもよい。また近接スイッチ組立体１０は、第１の端部４６、第１の端
部４６と反対側の第２の端部４８、および第１の端部４６と第２の端部４８との間の第１
の中間部５０を含み、軸の第１の端部４６は、頂部エンクロージャ１２の軸突起２０内に
形成された内部孔部２４の内部に配置される。軸４４の第１の中間部５０は、底部エンク
ロージャ内に形成された軸開口部３６を通って延在してもよく、軸の第２の端部は、内部
容積３８の外部に配置されてもよい。軸４４は、頂部エンクロージャ１２および底部エン
クロージャ２８に対して回転可能である。加えて、近接スイッチ組立体１０は、軸４４の
第２の中間部５４に回転不能に結合されたターゲット支持部５２を含み、第２の中間部５
４は、軸４４の第１の中間部５０と第１の端部４６との間に配置される。ターゲット支持
部５２は、軸から離れて延在する半径方向部５６を含み、ターゲット磁石５８は、ターゲ
ット支持部５２の半径方向部５６に結合されてもよい。図３および８～１１Ｂに示された
ように、近接スイッチ組立体１０は、内部容積３８の内部に配置され、軸４４が第１の軸
位置６１内にあるとき、ターゲット磁石５８が少なくとも１つの近接スイッチ６０の頂部
６４からある距離を隔てて配置され、それによって近接スイッチ６０が第１の状態６６に
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なるように、底部エンクロージャ２８に結合された、少なくとも１つの近接スイッチ６０
を含む。軸４４が第２の軸位置６３の中に回転されるとき、ターゲット磁石５８は、少な
くとも１つの近接スイッチ６０の頂部６４に隣接して配置され、それによって近接スイッ
チが第２の状態７０になる。第１の状態６６および第２の状態７０のそれぞれは、軸４４
の第２の端部４８に結合された弁要素の一部に対応してもよい。
【０００８】
　図１、２、３、および６に示されたように、閉鎖近接スイッチ組立体１０は、ベース壁
１４を含み得る頂部エンクロージャ１２を含んでもよい。頂部エンクロージャ１２のベー
ス壁１４は長方形状でもよく、実質的に平面であってもよく、ベース壁１４によって形成
された平面は実質的に水平であってもよい。本明細書に使用される場合、用語「水平」は
、図１に示された基準座標系のＸＹ平面と実質的に同一平面上にある、または実質的に平
行である方向を示す。用語「垂直」は、図１に示された基準座標系のＸＹ平面に実質的に
垂直である方向（すなわち、Ｚ軸の方向）を示す。ベース壁１４に水平に配置される代わ
りに、平面ベース壁１４は、ＸＹ平面に対して斜めに配置されてもよい。加えて、図１に
示された平面構成よりむしろ、ベース壁１４は特定用途に適切なあらゆる形状を有しても
よい。たとえば、ベース壁１４は湾曲した断面形状を有してもよく、あるいは丸みを帯び
た形状であってもよく、またはベース壁１４は部分的に湾曲し／丸みを帯び、部分的に平
面であってもよい。加えて、ベース壁１４は、階段状表面を形成するために垂直にずれた
（図示せず）２つ以上の平面部を含んでもよい。
【０００９】
　図１、２、３、および６を再度参照すると、頂部エンクロージャ１２は、ベース壁１４
から下方に延びる複数の側壁１６を含んでもよい。より具体的には、複数の下方に延びる
側壁１６は、ベース壁１４の第１の外周縁部７４から延びる第１の壁７２を含んでもよい
。第２の壁７６は、ベース壁１４の第２の外周縁部７８から延びてもよく、第２の外周縁
部７８は、第１の外周縁部７４から反対側に配置されてもよい。第３の壁８０は、ベース
壁１４の第３の外周縁部８２から延びてもよく、第３の外周縁部８２は、第１の外周縁部
７４と第２の外周縁部７８との間に延在してもよい。第４の壁８４は、第３の外周縁部８
２と反対側にあるベース壁１４の第４の外周縁部８６から延びてもよく、第４の外周縁部
８６は、第１の外周縁部７４と第２の外周縁部７８との間に延在してもよい。複数の側壁
１６のそれぞれは、図１、２、３、および６に示されたように、ベース壁１４から斜めに
延びてもよい。しかし、任意のまたはすべての複数の側壁１６は、ベース壁１４から離れ
てあらゆる適切な手法で、または方向に、たとえば垂直に延びてもよい。複数の側壁１６
のそれぞれは図１～３に平面として示されているが、任意のまたはすべての複数の側壁１
６は、丸みを帯びた、または部分的に平面もしくは部分的に丸みを帯びたなどの、あらゆ
る適切な形状を有してもよい。さらに、複数の側壁１６は、図１、２、３、および６に示
されたより多い（または少ない）壁を含んでもよい。上部フランジ８８は、複数の側壁１
６のそれぞれの底部から水平に延びてもよく、上部フランジ８８は、その中に配置された
複数の嵌合開口部９０ａを有してもよく、嵌合開口部９０ａは、頂部エンクロージャ１２
を底部エンクロージャ２８に結合させるボルトを受領するように適合される。構成された
ように、ベース壁１４および複数の下方に延びる側壁１６は、第１の容積１８を少なくと
も部分的に画定してもよい。
【００１０】
　図１、３、４、および６に示されたように、頂部エンクロージャ１２は、ベース壁１４
の頂面２２から上方に延びる軸突起２０を含んでもよい。軸突起２０は、外表面９０を含
んでもよく、外表面９０は、あらゆる適切な形状または形状の組合せを有してもよい。た
とえば、外表面９０は、外表面９０が円筒形であるように、円形断面形状を有してもよい
。別法として、外表面９０は、たとえば、長円形または多角形の断面形状を有してもよい
。また軸突起２０は頂面９２を有してもよく、頂面９２は平面でもよい。しかし、頂部９
２は、たとえば、円錐形状もしくは半球形状などのあらゆる適切な形状または形状の組合
せを有してもよい。内側側面９４は、軸突起２０の内部孔部２４を部分的に画定してもよ
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く、内部孔部２４は、軸４４が頂部エンクロージャ１２に対して回転できる手法で、軸４
４の第１の端部４６を受領するように適合されてもよい。内側側面９４は、あらゆる適切
な形状または形状の組合せを有してもよい。たとえば、内側側面９４は、内側側面９４が
円筒形であるように、円形断面形状を有してもよい。円筒形の内側側面９４は、長軸４２
を有してもよく、円筒形の内側側面９４は、軸４４の第１の端部４６を受領するようにサ
イズ化されてもよい。軸突起２０の内部孔部２４は、さらに内側頂面９６によって画定さ
れてもよく、内側頂面９６は、あらゆる適切な形状または形状の組合せを有してもよい。
たとえば、内側頂面９６は、円錐形、平面、または半球形であってもよい。構成されたよ
うに、内側側面９４および内側頂面９６は、第１の容積１８の一部を形成する軸突起２０
内部の閉鎖容積（すなわち、内部孔部２４）を少なくとも部分的に画定するように協働す
る。内部孔部２４は、頂部エンクロージャ１２の外部と流体連通しない閉鎖容積であるの
で、内部孔部２４は、内部孔部２４と頂部エンクロージャ１２の外部との間に潜在的なリ
ークパスを提供することなく、軸４４の第１の端部４６を受領するように適合されたブラ
インド孔を形成する。
【００１１】
　図１、３、および６に示されたように、閉鎖近接スイッチ組立体１０はまた、ベース壁
３０を含み得る底部エンクロージャ２８を含んでもよい。底部エンクロージャ２８のベー
ス壁３０は長方形状でもよく、かつ実質的に平面でもよく、ベース壁３０によって形成さ
れた平面は、実質的に水平で頂部エンクロージャ１２のベース壁１４に平行であってもよ
い。ベース壁３０に水平に配置される代わりに、平面ベース壁３０は図１に示されたＸＹ
基準面に対して斜めに配置されてもよい。加えて、図１に示された平面構造より、むしろ
ベース壁３０は、特定用途に適したあらゆる形状を有してもよい。たとえば、ベース壁３
０は、湾曲した断面形状を有してもよく、あるいは丸みを帯びた形状であってもよく、ま
たはベース壁３０は部分的に湾曲し／丸みを帯び、部分的に平面であってもよい。加えて
、ベース壁３０は、階段状表面を形成するために垂直にずれた（図示せず）２つ以上の平
面部を含んでもよい。
【００１２】
　図１、３、および６を再度参照すると、底部エンクロージャ２８は、ベース壁３０から
上方に延びる複数の側壁３２を含んでもよい。より具体的には、複数の上方に延びる側壁
３２は、ベース壁３０の第１の外周縁部９６から延びる第１の壁９４を含んでもよい。第
２の壁９８は、ベース壁３０の第２の外周縁部１００から延びてもよく、第２の外周縁部
１００は、第１の外周縁部９６から反対側に配置されてもよい。第３の壁１０２は、ベー
ス壁３０の第３の外周縁部１０４から延びてもよく、第３の外周縁部１０４は、第１の外
周縁部９６と第２の外周縁部１００との間に延在してもよい。第４の壁１０６は、第３の
外周縁部１０４と反対側にあるベース壁３０の第４の外周縁部１０８から延びてもよく、
第４の外周縁部１０８は、第１の外周縁部９６と第２の外周縁部１００との間に延在して
もよい。複数の側壁３２のそれぞれは、図１、３、および６に示されたように、ベース壁
３０から斜めに離れて延びてもよい。しかし、任意のまたはすべての複数の側壁３２は、
ベース壁３０から離れてあらゆる適切な手法で、または方向に、たとえば垂直に延びても
よい。複数の側壁３２のそれぞれは図１、３、および６に平面として示されているが、任
意のまたはすべての複数の側壁３２は、丸みを帯びた、または部分的に平面もしくは部分
的に丸みを帯びたなどの、あらゆる適切な形状を有してもよい。さらに、複数の側壁３２
は、図１、３、および６に示されたより多い（または少ない）壁を含んでもよい。構成さ
れたように、ベース壁３０および複数の下方に延びる側壁３２は、第２の容積３４を少な
くとも部分的に画定してもよい。
【００１３】
　図１、３、および６を再度参照すると、底部エンクロージャ２８は、１つまたは複数の
側部開口部１２８を含んでもよく、各側部開口部１２８はあらゆる適切な場所に形成され
てもよい。たとえば、側部開口部１２８は、第４の壁１０６を通るような複数の側壁３２
の１つを通って延在してもよい。側部開口部１２８は、ねじ山を備えた外面を有する継手
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が側部開口部１２８と係合できるように、少なくとも部分的にねじ切られていてもよい内
表面によって画定されてもよい。側部開口部１２８はあらゆる適切な形状を有してもよい
。たとえば、側部開口部１２８は円形断面形状を有してもよい。側部開口部１２８は、１
つまたは複数の近接スイッチ６０を外部に配置されたハードウェアに連結させる、複数の
ワイヤを含むように適合された導管の長さの継手を受領するようにサイズ化されてもよい
。
【００１４】
　図１、３、および６を再度参照すると、底部エンクロージャ２８は、ベース壁３０を通
って配置される軸開口部３６を含んでもよい。軸開口部３８は、軸４４の第１の中間部５
０を受領するようにサイズ化されてもよい。軸開口部３６がベース壁３０を通って延在す
るので、第２の容積３４は、軸４４が軸開口部３６を通って配置されない場合、底部エン
クロージャ２８の外部と流体連通する。軸開口部３６は、ベース壁３０から上方に延びる
、上部ボス部１２２の内側表面１２０により部分的に画定されてもよい。加えて、軸開口
部３６はさらに、ベース壁３０から下方に延びる、下部ボス部１２２の内側表面１２４に
より部分的に画定されてもよい。上部ボス部１２２の内側表面１２０および下部ボス部１
２２の内側表面１２４のそれぞれは、軸開口部２８が長軸４０を有する円筒形の全体形状
を有するように、円筒形であってもよい。頂部エンクロージャ１２が以下に記載されるよ
うに底部エンクロージャに結合される場合、内部孔部２４の長軸４２は、軸開口部２８の
長軸４０と軸方向に位置合わせされる。
【００１５】
　図１、３、および６を再度参照すると、下部フランジ１１０は、複数の側壁３２のそれ
ぞれの頂部から水平に延びてもよく、下部フランジ１１０は、上部フランジ８８の対応す
る係合表面１１４と係合する係合表面１１２を有してもよい。封止部１１６は、複数の側
壁３２のそれぞれの頂部に沿って延在する凹所内に配置されてもよく、封止部１１６は、
頂部エンクロージャ１２が底部エンクロージャ２８に結合される場合、下部フランジ１１
０の係合表面１１２と上部フランジ８８の係合表面１１４との間にリークパスが生じない
ように適合される。封止部１１６は、放射線耐性の高温シリコーン材料から作成されても
よい。凹所内の封止部１１６の代わりに、あらゆる封止の配置を使用してもよい。たとえ
ば、下部フランジ１１０の係合表面１１２と上部フランジ８８の係合表面１１４との間に
ガスケットを配置してもよい。
【００１６】
　頂部エンクロージャ１２は、底部エンクロージャ２８に当技術分野に公知のあらゆる手
段で結合されてもよい。たとえば、下部フランジ１１０は、その中に配置された複数の嵌
合開口部９０ｂを有してもよく、嵌合開口部９０ｂは、嵌合開口部９０ａ、９０ｂのそれ
ぞれの対が頂部エンクロージャ１２を底部エンクロージャ２８に結合させるように適合さ
れたボルト１１８を受領し得るように、上部フランジ８８の嵌合開口部９０ａと同軸上に
位置合わせされる。ボルト１１８はねじ山を備えた底部を有してもよく、ボルトのねじ山
を備えた底部は、嵌合開口部９０ａ、９０ｂの一方または両方のねじ山を備えた内部と係
合してもよい。記載されたように組み合わせられると、ベース壁３０および複数の下方に
延びる側壁３２は、第２の容積３４を少なくとも部分的に画定してもよく、頂部エンクロ
ージャ１２が底部エンクロージャ２８に固定される場合、第１の容積１８および第２の容
積３４は内部容積３８を形成する。
【００１７】
　頂部エンクロージャ１２および底部エンクロージャ２８は、あらゆる適切な材料から製
造されてもよい。たとえば、頂部エンクロージャ１２および底部エンクロージャ２８は、
アルミニウムまたは３１６ステンレス鋼などの、金属または金属合金から形成されてもよ
い。金属または金属合金エンクロージャ１２、２８は、鋳造または機械加工などのあらゆ
るプロセスまたはプロセスの組合せによって形成されてもよい。別法として、頂部エンク
ロージャ１２および底部エンクロージャ２８はプラスチックから作成されてもよく、エン
クロージャ１２、２８は射出成形プロセスから形成されてもよい。
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【００１８】
　図３、５、および６に示されたように、閉鎖近接スイッチ組立体１０はまた、頂部エン
クロージャ１２および底部エンクロージャ２８に対して回転可能な、軸４４を含んでもよ
い。軸は、第１の端部４６および第１の端部４６と反対側の第２の端部４８を有する細長
い形状を有してもよい。第１の端部４６は円形断面形状を有してもよく、第１の端部４６
の円形断面形状の直径は、頂部エンクロージャ１２の軸突起２０の内部孔部２４を画定す
る、内側側面９４の円形断面形状の直径よりわずかに小さくてもよい。そのように構成さ
れると、軸の第１の端部４６は、閉鎖内部孔部２４内部に回転可能に配置される。軸４４
は、軸４４の第１の端部４６と第２の端部４８との間に配置された第１の中間部５０を有
してもよい。第１の中間部５０は円形断面形状を有してもよく、第１の中間部５０の円形
断面形状の直径は、第１の中間部５０が軸開口部２８を通って延在し、軸開口部２８内部
に回転可能に配置されるように、軸開口部２８の円形断面形状の直径よりわずかに小さい
。そのように構成されると、軸の第２の端部４８は、頂部エンクロージャ１２および底部
エンクロージャ２８によって形成された内部容積３８の外部に配置される。たとえば、軸
４４の第２の端部４８は、底部エンクロージャ２８のベース壁３０から下方に突出する、
下部ボス部１２６を超えて延びてもよい。軸４４は、あらゆる適切な形状または形状の組
合せを有してもよい。たとえば、軸４４は、実質的に均一な断面形状を有する、実質的に
円筒形状を有してもよい。
【００１９】
　図３および６に示されたように、軸４４は、軸４４の第１の中間部５０内に形成された
溝内に配置された１対のスナップリング１３０により所望の位置に維持されてもよい。対
のスナップリング１３０の一方は、上部ボス部１２２の遠位端に隣接してまたは接して配
置されてもよく、対のスナップリング１３０の他方は、下部ボス部１２６の遠位端に隣接
してまたは接して配置されてもよく、それによって底部エンクロージャ２８に対して軸４
４が上方および／または下方にずれることを防止する。Ｏリングなどの封止部１３２は、
軸４４の第１の中間部５０の周囲に延在する凹所内に配置されてもよい。封止部１３２は
、軸４４の第１の中間部５０と内側表面１２０、１２４との間にリークパスが生じないた
めに、軸開口部２８を画定する内側表面１２０、１２４を封止して係合するように適合さ
れる。封止部１３２は、放射線耐性の高温シリコーン材料から作成されてもよい。
【００２０】
　図３、７Ａ、および７Ｂに示されたように、閉鎖近接スイッチ組立体１０はまた、ター
ゲット支持部５２を含んでもよい。ターゲット支持部５２は、軸４４の第２の中間部５４
に結合されたベース部１３４を含んでもよく、第２の中間部５４は、軸４４の第１の端部
４６と第１の中間部５０との間に配置される。より具体的には、ベース部１３４は、ベー
ス部１３４の頂部から底部に延在する開口部１３６を有してもよく、開口部１３６は、軸
４４の第２の中間部５４を受領する。ベース部１３４は、ターゲット支持部５２が軸４４
に沿って回転するように軸４４に固定されてもよく、ベース部１３４を、たとえば、位置
決めねじ、キーおよびスロット、または締りばめなどの、当技術分野に公知のあらゆる手
段により、軸４４に対して回転するのを防止してもよい。加えて、１つまたは複数のスナ
ップリング（図示せず）は、ターゲット支持部５２が下部にずれるのを防止するために、
ベース部１３４の底部に隣接した軸４４に結合されてもよい。ベース部１３４は、軸に恒
久的に固定されてもよく、またはベース部１３４は、ベース部１３４を軸４４に対して垂
直に再配置できるように、解放可能に固定されてもよい。ベース部１３４はあらゆる適切
な形状または形状の組合せを有する。たとえば、ベース部１３４は、円形もしくは卵形断
面形状を有してもよく、またはベース部１３４は、正方形もしくは長方形の形状などの、
多角形断面形状を有してもよい。ベース部１３４は、ターゲット支持部５２が軸４４とと
もに回転するとき、ベース部１３４が、１つまたは複数の近接スイッチ６０などの内部容
積の内部に含まれるいかなる要素にも接触しないように寸法化されてもよい。
【００２１】
　図３、７Ａ、および７Ｂを再度参照すると、ターゲット支持部５２はまた、半径方向部
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５６が軸４４から離れて延在するように、ベース部１３４に結合された半径方向部５６を
含んでもよい。半径方向部５６は、所与の用途に適切なあらゆる形状または形状の組合せ
を有してもよい。たとえば、半径方向部５６は、ベース部１３４から延びる片持突出部で
あってもよく、半径方向部５６は、長方形断面形状を有してもよい。ターゲット支持部５
２が使用される２つ以上の半径方向部５６を含む場合、各半径方向部は、ベース部１３４
から延びる片持突出部であってもよい。各半径方向部５６はそれを通って延在するターゲ
ット開口部１３８を含んでもよく、ターゲット開口部１３８の長軸は実質的に垂直であっ
てもよい。ターゲット開口部１３８はターゲット磁石５８を受領するようにサイズ化され
てもよい。ターゲット磁石５８は、特定用途に適切なあらゆる形状またはサイズを有して
もよい。たとえば、ターゲット磁石５８は円筒形状を有してもよく、円筒形の深さは、タ
ーゲット磁石５８がターゲット開口部１３８内部に垂直に調節され得るように、半径方向
部５６の垂直高さより小さくてもよい。ターゲット磁石５８は、接着剤により、または磁
力によるなどの、当技術分野に公知のあらゆる手段により、ターゲット開口部１３８内部
に固定されてもよい。加えて、ターゲット開口部１３８は、ターゲット磁石５８を担持す
るために、低減された厚さの底部を有するブラインド孔であってもよい。ターゲット開口
部１３８およびその中に配置されたターゲット磁石５８は、半径方向部５６上のあらゆる
適切な場所に配置されてもよい。たとえば、ターゲット開口部１３８は、半径方向部５６
が近接スイッチ６０の上の位置まで回転するとき、ターゲット磁石５８の少なくとも一部
が、近接スイッチ６０の頂部６４の上または近接スイッチ６０の頂部に隣接して配置され
るように、半径方向部５６上に配置されてもよい。しかし、ターゲット開口部１３８は、
ターゲット磁石５８を以下により詳細に記載される手法で近接スイッチ６０によって検出
できる、半径方向部５６上のあらゆる場所に配置されてもよい。ターゲット磁石５８は、
サマリウムコバルト磁石などの特定用途に適切なあらゆるタイプの磁石であってよい。
【００２２】
　図３、７Ａ、８、および９に示されたように、閉鎖近接スイッチ組立体１０はまた、底
部エンクロージャ２８に結合された１つまたは複数の近接スイッチ６０を含んでもよい。
近接スイッチ６０は、所与の用途に対してあらゆる適切な形状を有する筐体１４０を含ん
でもよい。たとえば、筐体１４０は、第１の平面側壁１４２および第１の側壁１４２に平
行で、第１の側壁１４２からずれている第２の平面側壁１４４を含んでもよい。第３の平
面側壁１４６は、第１の側壁１４２と、第１の側壁１４２の第１の外側縁に沿った第２の
側壁１４４との間に垂直に延在してもよく、第４の平面側壁１４８は、第１の側壁１４２
と、第１の側壁１４２の第２の外側縁に沿った第２の側壁１４４との間に垂直に延在して
もよい。平面端壁１４８は、第１の側壁１４２、第２の側壁１４４、第３の側壁１４６、
および第４の側壁１４８に垂直に交差してもよく、平面端壁１４８は、近接スイッチ６０
の頂部６４を含んでもよい。開口端１５０は、筐体１４０の内部容積１５２にアクセスを
提供してもよい。１対の取付フランジ１５４ａ、１５４ｂは、開口端１５０に隣接した筐
体１４０に固定されても、または筐体１４０と一体形成されてもよく、取付フランジ１５
４ａ、１５４ｂは、それぞれが近接スイッチ６０の筐体１４０を、底部エンクロージャ２
８の適切な部分に固定するボルトを受領するように適合された開口部を有してもよい。
【００２３】
　図８および９を参照すると、近接スイッチ６０は、筐体１４０の内部容積１５２の内部
に配置されたスイッチ組立体１５６を含んでもよい。スイッチ組立体はベース１５８を含
んでもよく、該ベースはベースの第１の部分上に形成された支点１６０を含んでもよい。
レバー１６２は、ヒンジピン１６４により支点１６０に枢動可能に結合されてもよい。ド
ライバ磁石１６６は、ベース１５６内に形成された空洞１６８内部に配置されてもよく、
ドライバ磁石１６６は、実質的に長方形の断面形状を有してもよい。ドライバ磁石１６６
は、ドライバ磁石１６６の長軸がベース１５６の長軸に平行であるように、細長いドライ
バ磁石１６６を空洞１６８の中に受領できるように、空洞１６８の高さ、幅、および奥行
に厳密に対応する高さ、幅、および奥行を有してもよい。唇部１７０は、ドライバ磁石１
６６を空洞１６８内部の所望の位置に維持するために、１対の対向して配置された外側縁
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に沿って延在してもよい。そのように構成されると、ドライバ磁石の長軸は、レバー１６
２がヒンジピン１６４を中心に釣り合うとき、該レバーの長軸に平行であってもよい。ド
ライバ磁石１６６は、あらゆる適切な磁石材料または材料の組合せから作成されてもよい
。たとえば、ドライバ磁石１６６はサマリウムコバルト磁石であってもよい。
【００２４】
　またスイッチ組立体１５６は、端部キャップ１８０を通って外方に延在する複数のピン
１８２を有する、端部キャップ１８０を含んでもよい。各ピン１８２は、以下により詳細
に記載される手法で、スイッチ組立体１５６内で接触するために電気的に接続されてもよ
い。端部キャップ１８０は、スイッチ組立体１５６が筐体１４０内部に配置されている場
合、複数のピン１８２のそれぞれが筐体１４０の長軸に実質的に平行であり、複数のピン
１８２のそれぞれの遠位部が筐体１４０の開口端１５０の外に突出するように、ベース１
５６の端部に固定されてもよい。また端部キャップ１８０は、端部キャップ１８０に堅固
に結合され、筐体の長軸に平行に延在する、取付軸１８４を含んでもよい。
【００２５】
　図８に示されたように、近接スイッチ６０はまた、筐体１４０の内部容積１５２の内部
に配置された遮蔽１７２を含んでもよい。遮蔽１７２は、第１の壁１７４、およびそれぞ
れが第１の壁１７４の対向する外側縁から延びる１対の平行な外側壁１７６、１７８を含
んでもよく、その結果、壁１７４、１７６、１７８は、筐体１４０の内部容積１５２の内
部にスイッチ組立体１５６を受領し、保護するためのチャネルを画定する。
【００２６】
　近接スイッチ６０のスイッチ組立体１５６は、フォームＣドライ接点などのドライ接点
（すなわち、初めに電源に接続されない接点）を含んでもよい。たとえば、図１１Ａに示
されたように、軸４４が、その位置でターゲット磁石５８が近接スイッチ６０の頂部６４
の（破線領域１９６によって示された）所定の範囲の外側である第１の軸位置６１内にあ
るとき、ドライバ磁石１６６は、その位置でレバー１６２が「通常閉じている」接点Ｎ／
Ｃを共通接点Ｃ（図１０Ａに概略的に示されている）と電気的に結合する第１の位置にお
いて、レバー１６２を維持するのに適切な強度のレバー１６２（またはレバー１６２に結
合された要素）上に磁力をもたらしてもよい。この場合、通常閉じている接点Ｎ／Ｃおよ
び共通接点Ｃのそれぞれは、端部キャップ１８０を通って延在する対応するピン１８２に
電気的に結合されている。共通接点Ｃが通常閉じている接点Ｎ／Ｃに電気的に結合されて
いるとき、近接スイッチ６０は、第１の状態６６である。
【００２７】
　軸４４は、第１の軸位置６１から図１１Ｂに示された第２の軸位置６３に回転されても
よく、第２の軸位置６３ではターゲット磁石５８は、近接スイッチ６０の頂部６４の所定
の範囲１９６内部にある。この第２の軸位置６３において、レバー１６２（またはレバー
に結合された要素）とターゲット磁石５８との間の磁力は、レバー１６２（またはレバー
に結合された要素）とドライバ磁石１６６との間の磁力より強くなる。ターゲット磁石５
８とレバー１６２（またはレバーに結合された要素）との間の力がより強くなることによ
って、レバー１６２がヒンジピン１６４を中心に第１の位置から、レバー１６２が「通常
開いている」接点Ｎ／Ｏを共通接点Ｃと電気的に結合する第２の位置（図１０に概略的に
示されている）に枢動する。この場合、通常開いている接点Ｎ／Ｏは、端部キャップ１８
０を通って延在する対応するピン１８２に電気的に結合されている。レバー１６２は第２
の位置にある状態で、近接スイッチ６０は第２の状態７０にある。近接スイッチ６０は、
ターゲット磁石５８が頂部６４の所定の範囲内にある限り、第２の状態７０に維持されて
もよい。しかし、ターゲット磁石５８が所定の範囲の外側に移動する場合は、近接スイッ
チ６０は、バイアスを第２の状態７０から第１の状態６６に変更する。
【００２８】
　上述のように、近接スイッチ６０は、ターゲット磁石５８が近接スイッチ６０の頂部６
４の所定の範囲１９６内部にあるときは、バイアスを第１の状態６６から第２の状態７０
に変更する。所定の範囲１９６は、ドライバ磁石１６６によって生成された磁場のサイズ
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によって画定されてもよく、ターゲット磁石５８は、ターゲット磁石５８によって生成さ
れた磁場のあらゆる部分が、ドライバ磁石１６６によって生成された磁場のあらゆる部分
と交差するとき、所定の範囲１９６内部にあってもよい。同様に、ターゲット磁石５８は
、ターゲット磁石５８によって生成された磁場のいかなる部分も、ドライバ磁石１６６に
よって生成された磁場の一部と交差しないとき、所定の範囲１９６の外側にあってよい。
所定の範囲１９６は様々なサイズおよび形状を有することができ、数個の要因は、たとえ
ば、ドライバ磁石１６６ならびにターゲット磁石５８の相対サイズ、厚さ、および／また
は強度などの、所定の範囲１９６のサイズおよび形状、ならびにドライバ磁石１６６およ
びターゲット磁石５８を分離する垂直距離に寄与してもよいことを、当業者は理解するは
ずである。１つまたは複数のこれらの変数を変えることによって、所定の範囲１９６のサ
イズを所望のサイズに調節してもよい。たとえば、ターゲット磁石５８は、ターゲット支
持部５２の上の点から軸４４の長軸に沿って見た場合、ターゲット磁石５８のあらゆる部
分が近接スイッチ６０の頂部６４のあらゆる部分と交差するとき、所定の範囲１９６の内
部にあってもよい。また、上述された単極双投構成の代わりに、たとえば双極双投構成な
どの他の構成も可能であることも、当業者は理解するはずである。
【００２９】
　上に簡単に説明されたように、ドライバ磁石１６６およびターゲット磁石５８の両方と
も、サマリウムコバルト磁石であってもよい。サマリウムコバルト磁石は、従来の磁石に
比べて面積比に対する比較的大きい強度を供給する。このような面積比に対する高い強度
は、近接スイッチが上述のようにバイアスを変更する際に、接触圧を増加させ、ポジティ
ブスナップをより多くするのを達成するのに役立つ。
【００３０】
　近接スイッチ６０は、あらゆる適切な手法で底部エンクロージャ２８に結合されてもよ
い。たとえば、図３に示されたように、平面支持板１８６は、底部エンクロージャ２８の
ベース壁３０上に配置されてもよく、支持板１８６は、接着剤の使用または機械的結合に
よるなどの、当技術分野で公知のあらゆる手法によりベース壁３０に結合されてもよい。
支持板１８６は、取付軸１８４、および近接スイッチ６０の筐体１４０を支持板１８６に
固定するために、取付フランジ１５４ａ、１５４ｂの開口部を通って延在するボルトを受
領するように適合された、予め形成された開口部１８８を有してもよい。開口部１８８は
、たとえば、ターゲット磁石５８を近接スイッチ６０の頂部６４に隣接して配置できる場
所などの、支持板１８６内のあらゆる望ましい場所に配置されてもよい。
【００３１】
　先に説明されたように、閉鎖近接スイッチ組立体１０は、２つ以上の近接スイッチ６０
を含んでもよい。たとえば、図３に示されたように、第２の近接スイッチ６０’も支持板
１８６に取り付けられてもよく、第２の近接スイッチ６０’は、上述の第１の近接スイッ
チ６０と同一であってもよい。第２の近接スイッチ６０’は、底部エンクロージャ２８の
支持板１８６（またはあらゆる他の部分）上のあらゆる所望の場所に配置されてもよい。
たとえば、第１の近接スイッチ６０は、筐体１４０の長軸が軸４４の長軸と平行であり、
筐体１４０の長軸が軸４４の長軸から第１の距離だけずれるように配置されてもよい。第
２の近接スイッチ６０’は、筐体１４０’の長軸が軸４４の長軸と平行であり、筐体１４
０の長軸が軸４４の長軸から実質的に第１の距離に等しい距離だけずれるように配置され
てもよい。第１の近接スイッチ６０および第２の近接スイッチ６０’は、水平基準線が、
軸４４、第１の近接スイッチ６０、および第２の近接スイッチ６０’の長軸を通過し得る
ように、軸４４を中心に対称に配置されてもよい。該別の方法では、軸４４の長軸に沿っ
て見た場合、軸４４の長軸から第１の近接スイッチ６０の長軸に延在する第１の水平線部
分と、軸４４の長軸から第２の近接スイッチ６０’の長軸に延在する第２の水平線部分と
の間の角度は約１８０°である。
【００３２】
　３つの近接スイッチが使用される場合、３つの近接スイッチも軸４４を中心に対称に配
置されてもよい。たとえば、軸４４の長軸から第１の近接スイッチ６０の長軸に延在する
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第１の水平線部分と、軸４４の長軸から第２の近接スイッチ６０’の長軸に延在する第２
の水平線部分との間の角度は約１２０°である。加えて、軸４４の長軸から第２の近接ス
イッチ６０’の長軸に延在する第２の水平線部分と、軸４４の長軸から第３の近接スイッ
チ６０’’の長軸に延在する第３の水平線部分との間の角度は約１２０°である。
【００３３】
　図７Ａに示されたように、閉鎖近接スイッチ組立体１０は、１つまたは複数の端子板１
９０を含んでもよい。１つまたは複数の端子板１９０は、１つまたは複数の端子板１９０
が、軸４４を中心とするターゲット支持部５２の回転を妨げないように、支持板１８６に
あらゆる適切な場所で結合されてもよい。１つまたは複数の端子板１９０は、支持板１８
６に直接結合されてもよく、または支持板１８６もしくは直立ブラケット１９１などの底
部エンクロージャ２８のあらゆる部分に固定された、結合要素に結合されてもよい。端子
板１９０は、取付ファスナが通過し得る、管形状スタンドオフを使用するセラミック絶縁
体ベースを有してもよい。この構造は、取付面と端子板１９０との間に空隙を提供し、そ
れによって端子板１９０と取付面との間の熱伝導を低減する。
【００３４】
　各端子板１９０は、近接スイッチ６０のあらゆる複数のピン１８２に電気的に結合され
た１つまたは複数のワイヤ（図示せず）をそれぞれが受領するように適合されてもよい。
また端子板１９０は、底部エンクロージャ２８の側部開口部１２８を通って延在し得る１
つまたは複数のワイヤを受領するように適合されてもよく、側部開口部１２８を通って延
在するこれらのワイヤは、制御装置または診断装置などの１つまたは複数の外部装置に接
続されるように適合されてもよい。端子板１９０は、近接スイッチ６０のピン１８２に結
合されたワイヤの１つを、当技術分野に公知の手法で側部開口部１２８を通って延在する
ワイヤに電気的に結合するように作動する。上述の構造の代わりに、または上述の構造に
加えて、あらゆる構造または組合せまたはワイヤは、端子板１９０を通って相互接続され
てもよい。たとえば、電力を提供するワイヤは、近接スイッチ６０のピン１８２に電気的
に結合されたワイヤに相互接続されてもよい。あらゆる適切な端子板１９０は、閉鎖近接
スイッチ組立体１０内に含まれてもよい。たとえば、端子板１９０は、放射線耐性の高温
端子板であってもよい。このような端子板１９０は、ライトンまたは同様の材料から作成
されてもよい。また端子板１９０は、腐食に耐性を有するために金属内部構成要素を含ん
でもよい。送信装置（図示せず）は、１つまたは複数の端子板１９０に結合されてもよく
、このような送信装置は、制御弁の弁要素の位置を決定するために、１つまたは複数の近
接スイッチ６０の状態を示すために、制御装置などの１つまたは複数の外部装置と無線で
通信してもよい。
【００３５】
　作動中、閉鎖近接スイッチ組立体１０は、核応用のために使用される制御弁の回転ステ
ムなどの、弁要素（図示せず）に結合されてもよい。閉鎖近接スイッチ組立体１０は、襟
部または他のタイプのアダプタによるなどの、当技術分野に公知のあらゆる手段により弁
要素に結合されてもよい。加えて、底部エンクロージャ２８は、たとえば、底部エンクロ
ージャ２８の底部表面上に配置された開口部１９４の中に延在するボルトにより、弁の一
部に結合されてもよい。閉鎖近接スイッチ組立体１０は、弁が第１の位置にあるとき、近
接スイッチ６０が第１の状態６６にあるように、ターゲット磁石５８が、近接スイッチ６
０の頂部６４の所定の範囲外にある、第１の軸位置６１に軸４４があるように校正されて
もよい。しかし、弁が第２の位置にあるとき、近接スイッチ６０が第２の状態７０に移動
するように、ターゲット磁石５８が近接スイッチ６０の頂部６４の所定の範囲内にある第
２の軸位置６３の中に軸４４を回転させる。先に説明されたように、近接スイッチ６０は
、ターゲット磁石５８が頂部６４の所定の範囲内にある限り、第２の状態７０に維持され
る。ターゲット磁石５８が所定の範囲外に移動されると、近接スイッチ６０は、バイアス
を第２の状態７０から第１の状態６６に変更する。近接スイッチ６０が第２の状態７０に
あるように、ターゲット磁石５８が近接スイッチ６０の頂部６４の所定の範囲内にある第
２の軸位置６３に軸４４を維持することができ、軸４４を第１の軸位置６１の中に回転さ
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らされると、近接スイッチが第１の状態６６に移動されることが、当業者には理解される
はずである。この構成において、図１０Ａおよび１０Ｂに示された通常開いている接点お
よび通常閉じている接点は役割を交代するはずであることが、当業者には理解されるはず
である。
【００３６】
　追加の近接スイッチ６０が使用される場合、ターゲット磁石５８（またはターゲット支
持部５２に結合された追加のターゲット磁石）は、上に説明されたように、追加の近接ス
イッチ６０のバイアスを第１の状態６６から第２の状態７０に（およびその逆に）変更し
てもよい。端子板１９０に連結されたワイヤに接続された制御装置（または他の装置）は
、制御弁の弁要素の位置を決定するために、１つまたは複数の近接スイッチ６０の状態を
示してもよい。
【００３７】
　頂部エンクロージャ１２または底部エンクロージャ２８の外側に配置された磁気インタ
ーロックインジケータ（図示せず）などの閉鎖近接スイッチ組立体１０に、追加の特徴が
組み込まれてもよい。磁気インターロックインジケータは、近接スイッチ６０が第１の状
態６６であるか、または第２の状態７０であるかを示してもよい。磁気インターロックイ
ンジケータは、頂部エンクロージャ１２内のノブを使用する機械加工の棒設計を有しても
よく、または磁気インターロックインジケータは、ターゲット磁石の磁気吸引によって駆
動された摩擦のない磁気浮揚を含んでもよい。また閉鎖近接スイッチ組立体１０は、取り
付けられた電磁弁を含んでもよい。
【００３８】
　上述の閉鎖近接スイッチ組立体１０の実施形態は、核応用などの危険な環境に使用する
ための抑制された環境を提供する。より具体的には、閉鎖近接スイッチ組立体１０は、核
施設で格納容器の事故またはＬＯＣＡ（ｌｏｓｓ　ｏｆ　ｃｏｏｌａｎｔ　ａｃｃｉｄｅ
ｎｔ（冷却材流出事故））中に起きる高温および圧力に耐えることを意図し、閉鎖近接ス
イッチ組立体１０は、防爆性エンクロージャであってもよい。このレベルの保護は、軸突
起２０の内部孔部２４が頂部エンクロージャ１２の外部と流体連通しない閉鎖容積である
ので、軸開口部（または他の侵入点）による、頂部エンクロージャ１２を通る潜在的なリ
ークパスの排除にある程度起因する。他のリークパスは、封止部１１６、１３２などの封
止部によって防止され、これらは放射線耐性の高温シリコーン材料から作られてもよい。
端子板１９０から（または１つもしくは複数の近接スイッチ６０から直接）延びて底部エ
ンクロージャ２８の側部開口部１２８を通るワイヤは、潜在的なリークパスをさらに防止
するために側部開口部に封止して結合され得る、放射線耐性導管（図示せず）によって保
護されてもよい。
【００３９】
　また上述の閉鎖近接スイッチ組立体１０は、所望の用途のために変化され、それによっ
て構成が修正されるべき際に、組立体全体の置換に関連した費用を削減するために、近接
スイッチ６０の数および配置が可能なモジュール設計、ならびに他の構成部品を提供する
。加えて、核接続箱は、必ずしも閉鎖近接スイッチ組立体１０を伴う必要がなく、閉鎖近
接スイッチ組立体１０は、従来のスイッチエンクロージャより必要な導管が少なく、この
両方がさらに費用を削減し、導入に必要な労力が少ないことを当業者は理解するはずであ
る。
【００４０】
　様々な実施形態が上に説明されたが、本開示はそれに限定されることを意図しない。さ
らに変形形態を、本開示の実施形態に対して添付の特許請求の範囲内で行うことができる
。
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